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○伊丹市国民健康保険運営協議会規則 

昭和34年７月27日規則第13号 

改正 

昭和38年７月３日規則第24号 

平成30年３月28日規則第13号 

令和６年12月13日規則第44号 

伊丹市国民健康保険運営協議会規則 

（目的） 

第１条 この規則は、伊丹市国民健康保険条例（昭和34年条例第14号。以下「条例」という。）第

３条の規定に基づき伊丹市国民健康保険運営協議会（国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第

11条第２項に規定する国民健康保険事業の運営に関する協議会をいう。以下「協議会」という。）

に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

（協議会の任務） 

第２条 協議会は、市長の諮問に応じ次の各号に掲げる事項を審議する。 

(１) 一部負担割合に関する事項 

(２) 保険税の賦課方法に関する事項 

(３) 給付期間に関する事項 

(４) その他の給付の種類および内容に関する事項 

(５) 前各号に定めるもののほか、市長が国民健康保険事業の運営上重要と認める事項 

（招集） 

第３条 協議会は会長が招集する。ただし、委員定数の３分の１以上の者から協議会招集の請求が

あつた場合は、協議会を開かなければならない。 

２ 会長は、協議会を招集するときは、市長に通知しなければならない。 

（会議の成立） 

第４条 協議会は、条例第２条各号に規定する委員が出席し、かつ、委員総数の２分の１以上の委

員の出席がなければ会議を開くことができない。 

（議長） 

第５条 会長は、会議の議長として協議会の議事を統理する。会長に事故があるときは、会長職務

代理者がその職務を代行する。 

（採決） 
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第６条 協議会の議事は出席委員の過半数で決する。可否同数の場合は議長の決するところによる。 

２ 前項の場合において、議長は、委員として議決に加わることはできない。 

（書面による議決） 

第７条 協議会は、軽易な審議事項について、会議を開いて討議する必要がないと認めるときは、

審議事項を記載した書面（電磁的記録を含む。以下同じ。）を委員に回付し、それに対する可否

を書面により表明することにより、議事を決することができる。 

２ 第４条及び前条の規定は、前項の場合について準用する。この場合において、第４条中「出席

し」とあるのは、「可否を表明し」と、「出席がなければ会議を開くことができない」とあるの

は、「可否の表明がなければ、会議は成立しない」と、前条第１項中「出席委員」とあるのは、

「可否を表明した委員」と読み替える。 

（資料の提出） 

第８条 会長は、職務遂行上必要な資料の提出を市長に要求することができる。 

２ 前項の要求があつた場合は、市長はこれに応じなければならない。 

（会長及び委員の辞任） 

第９条 委員が辞任しようとするときは、市長の承諾を得なければならない。 

２ 会長がその職を辞任しようとするときは、協議会の同意を得なければならない。 

（その他必要な事項） 

第10条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、昭和34年８月１日から施行する。 

付 則（昭和38年７月３日規則第24号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成30年３月28日規則第13号） 

この規則は，平成30年４月１日から施行する。 

付 則（令和６年12月13日規則第44号） 

この規則は，公布の日から施行する。 


